














号条約である。2016 年 1 月現在、この条約の批准国はフランス、デンマーク、イタリアをは
じめ 62 カ国（一度批准し、その後条約を破棄したイギリスを除く）で、日本、アメリカ、ド
イツなどは批准していない2。




Public contract ordinances including wage clauses have been prevailing in Japanese local 
governments since the City of Noda legislated a public contract ordinance in 2009. This 
article investigates and analyses the state of aplication of labour clauses in public contracts 




















ば、野田市の公契約条例の規定による工事または製造の請負の賃金等の最低額（平成 27 年 2
月以降に締結する契約から適用）は、61 職種で定められており、普通作業員の時間当たり賃
金 1,924 円、とび工同 2,635 円となっている。また、工事又は製造以外の請負（いわゆる業務
委託）についても 14 職種の賃金等の最低額が定められており、その中でも最低額の清掃作業


















約（Collective Agreement）が最も重要かつ基本となる。2 ～ 4 年ごとに改定される労働協約
により、最低賃金、労働時間、産休・育休など労働の基本的な条件が定められることになって





















デンマークは、公契約における労働条項に関する ILO 条約である ILO 第 94 号条約の批准を
している EU 加盟国 10 ヵ国のうちの 1 国である14。デンマークにおける公契約の労働条項適
用に関する歴史的経緯については Pedersen（2012）が詳しく、以下、主として Pedersen（2012）
に依拠して説明する15。
デンマークは、1955 年に ILO 第 94 号条約を批准したが、その背景として次のことが挙げら
れる。デンマークの労働市場は使用者団体と労働組合の 2 者で様々なことを決めるモデルであ
るが、多くの ILO 条約が政府、使用者団体と労働組合の 3 者が関わることを前提としたもの
デンマークの公契約における労働条項適用の根拠と現状（岸）
－ 217 －




デンマークは 1955 年 8 月 15 日に ILO 第 94 号条約を批准しているが 17、国内での実施は、
1966 年に当時の労働省が「ILO 第 94 号条約「公契約における労働条項」適用に関する回覧書」












その後、2000 年代における EU 拡大に伴う東欧・中欧諸国からの労働者のデンマークの
流入に起因するいわゆる「ソーシャル・ダンピング」23 に対する一方策として、近年公契約
における労働条項の適用強化がデンマーク政府の優先事項の一つとなっており（後で詳述）、


























れはデンマークにおいては、ILO 第 94 号条約を実施するよりも現実的な対応であり、もし企
業がそうした要求を拒否し、労働組合が ILO 第 94 号条約を頼る場合においてのみ、その意義
が認識されるというものであったとし、さらにその根底には、労働組合と使用者団体は、労働
協約によって労働市場を規制するといったことに主として関心があるため、この意味において
ILO 第 94 号条約は間接的な役割しか持たなかったとしている27。
Ⅲ．2．4．2000 年代以降の労働条項適用の状況と背景




















こうした事態に対し、デンマーク政府は 2011 年 11 月の 2012 年予算合意において、包括
的なソーシャル・ダンピング対策を盛り込んだ 33。たとえば、デンマーク国内で事業を行う
もしくは外国から労働者をデンマークに派遣する場合、当該外国企業について諸情報を登録












Ⅲ．2．5．EU条約と ILO第 94 号条約との整合性
厳密な説明は別の機会に譲るが、EU 条約と ILO 第 94 号条約との整合性、すなわち、EU
条約とデンマークにおける公契約の労働条項適用のあり方についての疑義も指摘されている
36。上記の通り、数次の改訂を経てはいるものの、デンマークはデンマーク雇用省の回覧書
（Circular）に基づき ILO 第 94 号条約について忠実に国内で実施している国の一つである。デ
ンマークの労働協約システムの特徴はその自主性にある。ベルギーやオランダなどと異なり、
各セクターの労働協約が自動的に全国一律適用されない（Universally Applicable ではない）
ことは上で述べた通りである。このこと自体は、ILO 第 94 号条約の第 2 条 2 項において認め
られていることである37。しかし、2008 年に欧州司法裁判所（European Court of Justice）が
いわゆる「リュフェルト判決」を下したことが EU 条約と ILO 第 94 号条約との整合性につい
ての懸念を生じさせる大きな契機となった 38。ドイツのニーダーザクセン州政府が建設工事を















と ILO 第 94 号条約との整合性があり、現在までこの点について明確にはされていない。し
かしながら、上でみた 2014 年 7 月に発効したデンマークの新たな公契約における労働条項
の回覧書は、労働協約について「by the most representative organisations of workers and 













2005 年 1 月に公契約への労働条項の導入を決定し、現行の労働条項の規定は 2013 年 12 月の























賃金が決定されるということはない。日本は ILO 第 94 号条約の未批准国である。もしこの条





格差を増長させる報酬下限額規定は ILO 第 94 号条約に準拠しないことになる。最低賃金法に
基づく最低賃金の決定方法の抜本的な見直しを行うことが論理的帰結と考えられる。











4 野 田 市 ホ ー ム ペ ー ジ「 公 契 約 条 例 に 関 す る 情 報 」<http://www.city.noda.chiba.jp/jigyousha/
nyusatsu/1000712.html> なお、千葉県の地域別最低賃金は、平成 27 年 9 月 30 日までが 798 円、同年 10
月 1 日以降、817 円である。











ILO 条約第 94 号第 2 条 1 項は次の記述となっている。
　Contracts to which this Convention applies shall include clauses ensuring to the workers concerned 
wages (including allowances), hours of work and other conditions of labour which are not less favourable 
than those established for work of the same character in the trade or industry concerned in the district 
where the work is carried on—
(a) by collective agreement or other recognised machinery of negotiation between organisations of 
employers and workers representative respectively of substantial proportions of the employers and 
workers in the trade or industry concerned; or
(b) by arbitration award; or
(c) by national laws or regulations.
　ここで重要なことは、公契約を遂行するために雇われた労働者が、当該業務が行われている地域におい
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